
１　職員の任免及び職員数に関する状況
（１）年度別採用者及び退職者数

（２）採用・退職者の内訳
① 21年度採用

② 20年度末退職者

(３) 部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

　 (４) 一般行政職の級別職員数の状況（２１年４月１日現在）

区　分

部　門

２１年度

6人

1人

7人

人

１　　級 主事、技師及び主事補、技師補の職務
人 ％

9 8.7

２　　級 主任の職務
人 ％

17 16.5

３　　級 主査、係長及び副主査の職務
人 ％

33 32.0

４　　級 主幹の職務
人 ％

11 10.7

％

12 11.7

５　　級
複雑困難な業務を掌する課長、室長、局長及び次
長並びに特に複雑困難な業務を掌する課長補佐、
主幹

人 ％

21 20.4

採
用
者
土木職

特に複雑困難な業務を掌する課長、室長、局
長及び次長

人

［参考：人口１万人当たり職員数　159.76人］
類似団体の人口１万人当たり職員数　 -　人

区　　分 標準的な職務内容 職員数

計

7人

1人

計

23人

6人

2人

1人

1人 2人

その他 1人 2人

2人

区　分 定年退職 早期特別退職

退
職
者

一般行政職 2人 4人

その他

技能労務職 1人

その他

1人

普通退職

試験申込者数 18人 5人

一般行政職 5人 1人

試験申込者数

1人

2人

区　分 試験Ⅰ種 試験Ⅱ種 臨時試験

構成比

６　　級

24 △ 1

合　　計
157 156 △ 1

[   184   ］ [   184   ］[   0   ］

後期高齢者医療広域連合派遣解除

［参考：人口１万人当たり職員数　25.44人］
類似団体の人口１万人当たり職員数　-　人

0

水道部門 4 4 0

△ 1

0

　
会
計
部
門

公
営
企
業
等

病院部門 10 10

その他 11 10

小　計
25

［参考：人口１万人当たり職員数　30.53人］
類似団体の人口１万人当たり職員数　23.80人

0

消防部門 0 0 0

0

　
　
部
門

特
別
行
政

教育部門 30 30

小　計
30 30

0

小　計
102 102 0

9

［参考：人口１万人当たり職員数　103.80人］
類似団体の人口１万人当たり職員数　96.36人

0

経済部門 17 15 △ 2 道の駅指定管理委託の減

9

1

税務部門 7 8 1

万沢支所職員配置

徴収部門職員配置一
般
行
政
部
門

議会･総務部門 27 28

福祉部門 42 42

土木部門

職 員 数 対前年
増減数平成20年 平成21年

主 な 増 減 理 由

1人 1人 1人

5人 7人

1人

8人

技能労務職退
職
者

一般行政職 3人 8人

計 5人 10人 6人

2人

計 1人 2人 1人 4人

技能労務職採
用
者

一般行政職

その他

２０年度区　分 １７年度 １８年度 １９年度

南部町人事行政の運営等の状況
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２　職員の給与・手当の状況
 (１) 人件費の状況（普通会計決算）

 (２) 職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、各年４月１日現在の人数である。

 (３) ラスパイレス指数（各年4月1日現在）

 (４) 職員の平均給与月額及び初任給（２１年４月１日現在）
　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　③看護保健職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

 　　　　                                                                          

２ 

（注）１ 「平均給料月額」とは、２０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均
で ある。

「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時
間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものである。このうち、上段はこれ
ら全ての諸手当込みのものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされてい
るものである。
また、(国ベース)は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の
手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したもの
である。

類似団体

国

山梨県

平均給与月額
　(国ベース)

南部町
45.8 314,300 329,265 319,636

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

－- 202,600 － -うちその他の職員 1人 - -

うち清掃職員 6人 52.4 263,016 300,398 277,483
廃棄物処
理業従業

235,650 234,959 調理師うち学校給食員 5人 53.7 231,720

－

うち用務員 5人 56.6 225,560 227,980 227,980 用務員

255,494 246,013 － -南部町 17人 53.9 239,124

平均給与月額
平均給与月額
　(国ベース)

民　　　　　間

類似職種 平均年齢 平均給与月額
区 分職員数 平均年齢 平均給料月額

類似団体

国

山梨県

平均給与月額
　(国ベース)

南部町
43.8 324,450 379,505 360,105

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

南部町

全国町村平均 93.9 94.293.5

２０年度

92.9 93.3 93.6

区　分 １８年度 １９年度

1,070,923

131 504,811 67,402

19年度

20年度

職員数

18.7

138 521,692 73,839 214,268 809,799 5,868

　　　　　千円 千円 千円

5,804

193,744 765,957 5,847 -

千円人 千円 千円

(参考）類似団体平均

　　　　　　Ａ給　 料 職員手当 期末・勤勉手当　　計　　Ｂ 給与費 B/A 一人当たり給与費

区 分 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

　　　　　千円 　　　　　　％

9,611 6,028,407 357,155 1,023,598 17.0

9,827
人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円

20年度

19年度 5,724,955 413,082

区 分 住民基本台帳人口

　　　　　（各年度末） 　　　　　　Ａ

歳出額　 実質収支

　　　　　　Ｂ 　　　Ｂ／Ａ　　　

人件費 人件費率

類似団体 9人

山梨県 237人

国 4784人
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円 円 円
円 円 円
円 円 －
円 円 －
円 円 －
円 － －

 (５) 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（20年度支給割合） （20年度支給割合） （19年度支給割合）

　期末手当　　　　　勤勉手当 　期末手当　　　　　勤勉手当 　期末手当　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

 (６)退職手当（２１年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置定年前早期退職特例2%～20%加算

１人当り平均支給額 千円 １人当り平均支給額 千円

千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成１９年度に退職した全職種に係る職員に支給

　　　された平均額である。

 (７) 特殊勤務手当（２１年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (８) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

 (９) その他の手当（２１年４月１日現在）

円

円

円

円

条例手当数　２(うち支給手当数１)

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　）

12,812 千円 441,793管理職手当

課長補佐以上の管理職
６級１種　月額　41,600円
５級１種　月額　39,700円
５級２種　月額　31,800円

同じ

4,385 千円 50,402

通勤手当
通勤距離（片道）２㎞以上の者
通勤距離に応じ月額2,000円～24,500
円

同じ 3,820 千円 38,200

住居手当

自己所有に係る住宅に居住　月4,000円
借家等居住月額12,000円を超える家賃支払
者
（27,000円上限）

異なる
月額
  4,000円

（20年度決算）

扶養手当

配偶者　13,000円
その他　 6,000円（３人目以上は5,000円）
（被扶養者のうち16～22歳の者は5,000円加
算）

同じ 18,741 千円 246,592

支給実績国の制度と 支給職員１人当たり
手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容 （20年度決算） 平均支給年額

国の制度

支給実績（19年度決算） 25,001

支給職員１人当たり平均支給年額（19年度決算） 227

支給実績（20年度決算） 16,181

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算） 159

火葬手当 環境センター職員 火葬業務に従事した職員 １件当たり６,０００円以内

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（20年度） 2.3

手当の種類（平成20年度手当数）

支給実績（20年度決算） 905

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算） 301,666

(自己都合) 21,032 (自己都合) -

(定年退職) 26,938 (定年退職) -

59.28 59.28 59.28 59.28

47.50 59.28 47.50 59.28

33.50 41.34 33.50 41.34

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年（支給率）　　　　自己都合　       勧奨・定年

23.50 30.55 23.50 30.55

役職加算　5%～15% 役職加算　5%～20% 管理職加算10%～25% 役職加算　5%～20% 管理職加算10%～25%

南　　　　　部　　　　　町 国

1,620 -

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

3.00

（1.60）

1.5

（0.75）

南　　　部　　　町 山　　　梨　　　県 国

１人当たり平均支給額（20年度） １人当たり平均支給額（20年度） －

短 大 卒 188,900
看護保健職 大 学 卒 198,300 206,900

中 学 卒 129,200 129,200
技能労務職 高 校 卒 137,200 146,700

172,200

高 校 卒 140,100 144,500 140,100
一般行政職 大 学 卒 172,200 178,800

国
初任給 初任給 初任給

山梨県
区　　　　　分

南　　部　　町

3.00

（1.60）

3.00

（1.60）

1.5

（0.75）

1.5

（0.75）
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 (10)特別職の報酬等（２１年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　（支給時期）

任期毎に支給

任期毎に支給

任期毎に支給

３　職員の勤務時間その他勤務条件の状況

(１勤務時間の状況(平成２１年４月１日現在)
①１週間の勤務時間 ４０時間

②一般職員の勤務時間

(注)一般的な勤務時間であり、職場によっては交代勤務により、この勤務時間と異なります。

(２)特別休暇の導入状況

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

４　職員の分限及び懲戒
(１)分限処分数(平成２０年度) (単位：人)

(２)懲戒処分数(平成２０年度) (単位：人)

退
職
手
当

　　（算定方式）

市 区 町 村 長 給与月額×支給割合（在職月数×42/100）

副 町 長 給与月額×支給割合（在職月数×25/100）

教 育 長 給与月額×支給割合（在職月数×20/100）

副 議 長 3.1

議 員

131,000

期
末
手
当

市 区 町 村 長 　　（２０年度支給割合）

副 町 長 4.45

教 育 長

議 長 　　（２０年度支給割合）

198,000

副 議 長 176,000 316,000 154,500
報
酬

議 長 220,000 355,000

議 員 158,000 301,000

640,000 410,400

教 育 長 552,000      -  -

給
料

（参考）類似団体における最高／最低額

町 長 621,000 787,000 379,000

副 町 長 562,000

区 分 給 料 月 額 等

期　　　間

6　妊娠中又は出産後の通院休暇

降任

戒告

合計

－

失職

－

減給

－ － －

停職

－

合計

降級

－

免職

－

－ －

休職

3　骨髄提供休暇

14　夏季休暇

11　子の看護休暇

17　非常災害交通遮断休暇 

18　交通機関の事故等による不可抗力休暇

－

免職

その都度必要と認める期間1　公民権行使休暇

2　官公署出頭休暇 その都度必要と認める期間

開始時刻

８時３０分

終了時刻

１７時３０分

休　暇　の　種　類　

5日以内

5　婚姻休暇 5日以内

1～4週間に1回

その都度必要と認める期間 

3日以内

15　感染症まん延防止休暇

16　住居滅失・損壊休暇

その都度必要と認める期間 

その都度必要と認める期間 

5日以内

9　配偶者出産休暇

12　忌引き 父母配偶者７日

13　父母の祭日休暇 1

10　男性職員の育児参加休暇

3日以内

5日以内

その都度必要と認める期間

4　ボランティア休暇

前6週間後8週間目
(多胎妊娠14週間)

1日2回各60分以内

7　分べん休暇

8　育児休暇

休憩時間

１２時００分～１３時００分

その都度必要と認める期間 

19　生理休暇 その都度必要と認める期間 
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５　服務の状況
(１)職員の年次有給休暇の使用状況
平成20年1月1日～平成20年12月31日の１人当たり平均使用日数　９．４日

(２)特別休暇の状況(平成20年4月1日現在)
平成20年1月1日～平成20年12月31日の１人当たり平均使用日数　２．８日

(３)育児休業及び部分休業の取得状況(平成２０年度)
取得者　１名(男0人・女1人)

(４)介護休暇の取得状況(平成２０年度)
取得者なし

(５)傷病休暇の取得状況(平成２０年度)
平成２０年度　のべ３人　(うち１カ月以上の長期療養　のべ０人)

６　研修及び勤務成績の評定の状況

(１)平成２０年度山梨県市町村職員研修所の研修実績

(２)勤務成績の評定の状況
① 勤勉手当

② 昇　給

７　職員の福祉及び利益の保護の状況

(１)公務災害及び通勤災害の発生件数

(２)健康診断等の実施状況(平成２０年度)
① 山梨県市町村共済組合が実施している人間ドック利用状況

職員 男 人 女 人 計 人 受診率

② 南部町役場職場健診の受診状況

職員 男 人 女 人 計 人 受診率

臨時職員 男 人 女 人 計 人 受診率

② その他の医療機関の受診状況

職員 男 人 女 人 計 人 受診率

臨時職員 男 人 女 人 計 人 受診率

(３)その他福利厚生事業(平成２０年度)

互助会加入者 人 平成１９年度繰越金

互助会費 本俸×4/1000 平成２０年度収入額 支出額 千円

(４)職員の利益の保護(平成２０年度)

勤務条件の措置 0件

不服申立 0件

職員及び家族の婚姻、出生、病気負傷若しくは死亡に関しては、所定の給付を行っていますが、公費からの支出
は行わず全て互助会費にて運営を行っています。

3 8 11 17.7%

能専税-003 住民税 １日 1人

平成２０年度 1 0 1

通勤災害 計

合　　　　　　　計

公務災害

　平成２０年６月・１２月の勤勉手当において、人事評価が未実施であるため、成績率に差を設け
ず、一律の支給（75.0/100）を行った。

　毎年１月１日に定期昇給を実施している。勤務成績の反映については、能力・業績に基づく人事
評価が未実施であるため、一律標準区分『Ｃ(良好)』で昇給を行った。

76人

議会運営 １日 1人
能基法-018 地方公務員法 １日 4人
能専議-001

能基法-017 地方税法 １日 2人
能基法-014 地方自治法Ⅰ １日 1人
能基法-001～010 民法1～10 12人１日
能基政-509 わかりやすい資料づくり 1人２日
能基政-002 創造性開発 2人１日
能基情-501 第1回自治セミナー 1人１日
能基情-004 変わる公会計 3人１日
能基情-003 持続可能な社会づくり 4人１日
能基マ-003 行動特性分析 1人１日
階層新-007 社会活動 1人３日
階層新-006 接遇の基礎 3人１日
階層新-005 文書の基礎 2人１日
階層新-003 公務員倫理 1人１日
階層新-002 公務員の基礎知識 2人１日
階層新-001 期待される公務員 1人１日
階層現-001 市町村の課題と展望 4人１日
階層共-002 地方を取り巻く環境の変化 9人１日
階層共-001 メンタルヘルス 16人１日
階層管-001 マネジメント 4人１日
研修番号 研修名 受講人数受講日数

14 32

12 7.5%

80 33 113 71.1%

9 3

14 15 29 18.2%

159

職員は勤務条件に対し適切な措置がとられるよう要求することや懲戒その他意に反する不利益な処分を受けたと
きは、公平委員会に対して申立てをすることができます。

3,203,500

千円

千円

14,692,930

2,482,878

46 74.2%

5


